
令和６年度一般会計補正予算（第２号）について

歳入歳出予算

当初予算額： 46,964,000千円

現計予算額： 47,102,065千円

補 正 額： ＋ 32,402千円

補正後予算額： 47,134,467千円 （＋170,467千円）

（補正額の内訳）

※ （ ）内は当初予算額からの増減額

① 急傾斜地崩壊防止対策工事負担金の追加 ＋ 14,000千円（＋ 14,000千円）

② 道路及び公園施設等包括管理業務委託に要する経費の追加 ＋ 11,001千円（＋ 11,001千円）

③ 自動録音機能付電話機等購入補助金の追加 ＋ 3,053千円（＋ 53千円）

④ 学校主体のいじめの重大事態の調査に係る第三者調査員報酬等の追加 ＋ 2,368千円（＋ 2,368千円）

⑤ 生活保護システム更新業務委託に要する経費の追加 ＋ 1,980千円（＋ 1,230千円）

補 正 額： ＋ 32,402千円（＋ 28,652千円）

※ （ ）内は市負担額（一般財源及び市債）
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【別紙】…前頁①～⑤に係る歳出予算の補正内容

（単位：千円）

国・県 市債 その他 一般財源

消防費-消防費-災害対策費

急傾斜地崩壊防止対策工事負担金の追加

土木費-道路橋梁費-道路橋梁総務費

道路及び公園施設等包括管理業務委託に要する
経費の追加

土木費-道路橋梁費-道路橋梁維持費

道路及び公園施設等包括管理業務委託に要する
経費の追加

土木費-道路橋梁費-交通安全施設整備費

道路及び公園施設等包括管理業務委託に要する
経費の追加

土木費-都市計画費-都市再開発費

道路及び公園施設等包括管理業務委託に要する
経費の追加

土木費-都市計画費-公園緑地費

道路及び公園施設等包括管理業務委託に要する
経費の追加

総務費-総務管理費-一般管理費

　自動録音機能付電話機等購入補助金の追加

教育費-教育総務費-教育指導研究費

学校主体のいじめの重大事態の調査に係る
第三者調査員報酬等の追加

民生費-生活保護費-生活保護総務費

生活保護システム更新業務委託に要する経費の
追加

合　計 ＋32,402 ＋3,750 ＋12,600 ＋0 ＋16,052

（注） 「財源内訳」欄の「その他」は、国県支出金・市債以外の特定財源（寄附金及び特定目的基金等）を計上。

＋1,230⑤

生活保護法等の改正に伴い、生活保護システムの改修を行うもの。

【改正内容】
・高卒就職者の新生活立ち上げ費用の支給
被保護世帯の子どもが、本人の希望を踏まえた選択に基づいて高等学校等
卒業後に就職する際、新生活の立ち上げ費用に対する支援（別居：30万
円、同居かつ世帯が保護廃止：10万円）を行うことで、安定した職業に就
くことを促進する。
・就労自立給付金の算定方法の見直し
就労・増収等を通じた自立への意欲を喚起する取組を強化するため、就労
自立給付金の算定方法を就職から自立までが短期間であるほど有利となる
ようメリハリをつける見直しを行う。

＋1,980 ＋750

＋53

④
令和6年7月に新たに重大事態と認定した事案について、事実関係の調査及
び審議等を学校主体の調査組織で行うため、構成員である第三者調査員の
報酬等を追加するもの。

＋2,368 ＋2,368

③

特殊詐欺被害防止対策として、令和6年4月から申請を受け付けている本事
業について、一定の申請があり（7月末時点143件）、また今後、啓発チラ
シの全戸配布等、更なる周知を予定しており、申請件数が増加すると見込
まれることから、300件分の補助金等を追加するもの。

＋3,053 ＋3,000

＋251

＋6,399 ＋6,399

＋197 ＋197

＋29

＋4,125 ＋4,125

②
令和5年7月から開始した道路及び公園施設等包括管理業務委託について、
公共工事設計労務単価等の上昇に伴う運営コストの増加に対応するため、
委託料等を追加するもの。（合計11,001千円）

＋29

＋251

事　業　名 事 業 概 要 補正額
財源内訳

①

県が実施する急傾斜地崩壊防止事業（奥池町）について、令和5年度予算
で実施している工事の未着手部分を発注するにあたり、県から事業費
（70,000千円）が示されたため、市の負担2割分に相当する工事負担金
（14,000千円）を追加するもの。

＋14,000 ＋12,600 ＋1,400
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第６９号議案 

   令和６年度芦屋市一般会計補正予算（第２号） 

令和６年度芦屋市の一般会計補正予算（第２号）は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ32,402千円を追加し、歳入歳出予算

の総額を歳入歳出それぞれ47,134,467千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳

出予算の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。 

 （債務負担行為の補正） 

第２条 債務負担行為の追加及び変更は、「第２表債務負担行為補正」による。 

 （地方債の補正）  

第３条 地方債の変更は、「第３表地方債補正」による。 

   令和６年９月２日提出 

芦屋市長 髙 島  崚 輔    
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追　加

変　更

変　更

　　　ＧＩＧＡスクール構想に伴う１人１台端末整備事業

　　　芦屋市立図書館窓口等運営業務

起　　　　　債　　　　　の　　　　　目　　　　　的

災 害 対 策 事 業

第 ３ 表 地

第 ２ 表 債

事　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　項

　　　芦屋市環境処理センター施設整備基本計画策定支援業務

　　　芦屋市道路公園施設包括管理業務

　　　芦屋市環境処理センター施設整備生活環境影響調査業務

　　　高齢者生活支援センター運営業務

事　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　項

69-6

期　　　　　間 限　　　度　　　額

令和７年度から
令和１１年度まで

817,250
令和７年度から
令和１１年度まで

649,000

令和７年度から令和９年度まで
業務委託料1,889,837に道路・公園施設及
び照明（灯具）等の単価契約業務に要す
る額を加算した額

（単位　千円）

補　　　　　正　　　　　前 補　　　　　正　　　　　後

補　　　　　正　　　　　後

（単位　千円）

令和７年度から令和９年度まで 205,920

 方 債 補 正

（単位　千円）

期　　　　　　　　　　　　　間

令和７年度 5,960

令和７年度

令和６年度から令和７年度まで

 務 負 担 行 為 補 正

限　　　　　　度　　　　　　額

361,600 374,200

限　　　　　度　　　　　額 限　　　　　度　　　　　額

補　　　　　正　　　　　前

377,080

15,253

期　　　　　間 限　　　度　　　額
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１　 事 業 名

２　 事 業 場 所 芦屋市 地内外（位置図参照）

※補正該当箇所：奥池町（国庫補助対象箇所）

３　 事 業 概 要

４　 補 正 理 由

５　 補 正 金 額 １４，０００千円

６　 位 置 図

事　　業　　概　　要

急傾斜地崩壊防止対策工事負担金

奥池町

県が実施する急傾斜地崩壊防止事業（奥池町）について、当初Ａ工区全
体を令和５年度の県予算2.9億円（市負担額58,000千円）で工事予定だっ
たが、鋼材価格等の高騰により、工事費の増加が見込まれＡ工区全体を
工事することが難しいと判断したため、県との協議で令和５年度予算の
範囲でできるＡ-１工区と令和６年度実施予定分のＡ-２工区に分割する
こととした。Ａ-１工区は令和６年３月に契約し現在工事中であるが、未
着手部分のＡ-２工区を発注するにあたり、県から事業費（70,000千円）
が示されたため、市の負担２割分に相当する工事負担金（14,000千円）
を追加するもの。

がけ地に近接した区域において、住民の生命を土砂災害から守るために
実施する工事。本来は、がけ地の土地所有者などが個々の責任において
工事を行うべきものだが、土地所有者などが工事を行うことが困難又は
不適当な場合に、県が代わりに工事を行うもの。

補正該当箇所

奥池町(国庫補助対象箇所)

A-1工区

A-2工区

第６９号議案説明資料
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【現地写真】

【対策工法】
・崩壊土砂防止柵工

  急傾斜地の崩壊した土砂や落石による被害を防ぐ工法

・仕戻し工

  切土面（斜面）の表面や表層部で処理することによって、切土面を保護する工法

【仕上りイメージ】

急傾斜地崩壊防止事業（奥池町Ａ-２工区）　補足資料

（写真撮影箇所図）

防止柵工

管理用通路

②→①→

① ②

仕戻し工
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会長が指名する委員
及び特別委員にて組
織され、調査や審議
を行う。

重大事態認定（※）

調査主体の決定

学校 教育委員会
【学校主体の調査】 【教育委員会主体の調査】

・学校教職員
・指導主事
・スクールカウンセラー、
スクールソーシャルワーカー

・学識者
・弁護士
・医師
・臨床心理士
・精神保健福祉士

調査

答申の作成
・調査報告書の作成
・再発防止等の提案

児童生徒・保護者及び関係者

報告 報告

学校主体のいじめの重大事態の調査に係る第三者調査員の配置について

・第三者調査員
（弁護士、臨床心理士等）

専門部会

調査

・調査報告書の作成
・再発防止等の提案

※いじめ防止対策推進法
第28条第１項第１号：生命・心身・財産
第28条第１項第２号：不登校（30日以上欠席）

児童生徒・保護者及び関係者

事案により必要と判断した場合

学校・教育委員会

いじめ問題対策審議会

教育委員会事務局を通じ
て、いじめ問題対策審議
会に進捗状況等を報告す
るとともに、方向性、進
め方の助言を受けて進め
る。
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第７０号議案 

   令和６年度芦屋市介護保険事業特別会計補正予算（第１号） 

令和６年度芦屋市の介護保険事業特別会計補正予算（第１号）は、次に定めるとこ

ろによる。 

 （債務負担行為） 

第１条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１４条の規定により債務を負担

する行為をすることができる事項、期間及び限度額は、「第１表債務負担行為」に

よる。 

   令和６年９月２日提出 

芦屋市長 髙 島  崚 輔    

70-1



事　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　項

　　　高齢者生活支援センター介護予防事業

　　　認知症地域支援推進員設置等事業

第 １ 表 債

70-2

（単位　千円）

期　　　　　　　　　　　　　間 限　　　　　　度　　　　　　額

130,000令和７年度から令和１１年度まで

令和７年度から令和１１年度まで 38,250

 務 負 担 行 為
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事業内容について

総合相談支援

権利擁護支援

包括的・継続的ケアマネジメント支援

介護予防支援・介護予防ケアマネジメント

介護予防事業

認知症地域支援推進員設置等事業

介護保険事業特別会計一般会計（高齢者生活支援センター運営業務）

第７０号議案説明資料

＜事業内容＞

○介護予防事業

要支援・要介護状態に陥るリスクが高い高齢者の方や、訓練によって運動器の機能向上または認知症予防に効果があると思われる高

齢者の方に、継続的な介護予防のプログラムを提供し、日常生活動作の改善を目指して支援を行います。

○認知症地域支援推進員設置等事業

認知症の人への効果的な支援を行うために、医療機関や介護サービス及び地域の支援機関をつなぐコーディネーターとしての役割を担

う認知症地域支援推進員を配置し、推進員を中心として、医療と介護の連携強化や地域における支援体制の構築を図ります。

※上記事業については高齢者生活支援センター運営業務と一体で実施する必要があることから、合わせて複数年契約を行います。

地域包括支援センター
（高齢者生活支援センター）
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